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１ 小城市民病院改革プランの策定にあたって 

 

（１）改革プラン策定の経緯 

近年、わが国では人口構成の急激な変化（少子高齢化と人口減少）と生活習慣の欧米 

化による影響などにより疾病構造に、大きな変化が生じている。特に地方では過疎化と

急速な高齢化に伴い、その変化はより顕著である。そのため、全国の自治体病院に求め

られる医療機能も大きく転換することを余儀なくされており、小城市民病院も例外では

ない。このような医療を取り巻く環境の変化を踏まえて、総務省は平成２７年３月３１

日に「新公立病院改革ガイドライン」（新ガイドライン）を公表した。その要旨は、地方

の自治体病院は地域に必要とされる不採算医療を担うとともに、地域の民間病院との補

完的な役割分担（棲み分け）を明確にし、同時に一層の経営改善に努めなければならな

いことなどである。更に、厚生労働省による地域医療構想（ビジョン）策定の通達を受

け、佐賀県は平成２８年３月３１日に「佐賀県地域医療構想」を明らかにした。その骨

子は、佐賀県における現行の病床機能の抜本的見直し（総病床数の縮減）を求めるもの

であり、現状では過剰な療養病床や一般急性期病床の削減と、不足している回復期病床

の充実などが指摘されていることである。 

上述のように厳しさが増す医療環境のなか、小城市民病院においても限られた医療資

源（国保・社保基金などの財源、現有の病院建物や医療機器、医師をはじめ看護師、医

療従事者など）を最大限効率よく活用するための知恵と工夫が求められている。特に切

実な２０２５年問題（いわゆる団塊の世代の全ての人が７５歳以上の後期高齢者となる）

を８年後に控え、地方の各自治体病院は近未来のあるべき医療提供体制をしっかり見据

え、中長期的に耐えうる（サステナブルな）新公立病院改革プランを策定し、それを着

実に実現していく義務と責任がある。 

平成１９年１２月に総務省が「公立病院改革ガイドライン」（旧ガイドライン）を策

定し、病院事業を設置する地方公共団体に公立病院改革の実行を求めたことを受けて小

城市は、平成２１年３月に「小城市民病院改革プラン」（旧改革プラン）を作成し、病

院事業の経営改革を実施してきた。しかし、小城市民病院を含めて全国の多くの自治体

病院にあっては、依然として医師不足等の厳しい状況は改善されず、持続可能で安定し

た経営を確保できない状況が続いている。また、今後もわが国の医療環境は大きく変化

することが見込まれるため、新ガイドラインに沿った新たな小城市民病院改革プランを

作成し、それを実現させる必要がある。この新ガイドラインには、旧ガイドラインにあ

った「経営の効率化」、「再編・ネットワーク化」、「経営形態の見直し」に加えて、

新たに「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」が追加された。 

新ガイドラインでは、地域医療構想の実現に向けた取り組みと並行して、地域におい

て公的病院が果たすべき役割をしっかりと明示することが求められている。とりわけ、

公立病院に関する「再編・ネットワーク化」と「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」

である。佐賀県の同じ中部医療圏に属して隣接する多久市にも似通った規模の多久市立

病院があり、同病院にも小城市民病院と共通する状況認識、課題把握、将来展望などが

求められている。そのために、両病院の「再編・ネットワーク化」の検討に関する基本
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方針や両病院の新公立病院改革プラン作成に際して、共通認識をもつべき諸事項につい

て、情報収集し精査、協議することを目的に、平成２８年８月に「多久・小城地区自治

体病院再編・ネットワーク研究会」が立ち上げられ、平成２９年１月には研究会の報告

書が取りまとめられた。 

今回の「小城市民病院改革プラン 2017」（改革プラン 2017）は、上記の報告書を尊重

しその趣旨を反映させて策定したものである。 

 

 

（２）計画の期間 

   平成２８年度から平成３２年度までの５年間とする。 

 

  

２ 市民病院の現状 

                   （平成 29年１月１日現在） 

項  目 内容等 

開設時期 昭和２６年１月 

開設者 小城市長 江里口 秀次 

病院管理者 小城市病院事業管理者 田渕 和雄 

所在地 小城市小城町松尾 4100番地 

病床数等 ９９床 

病床種別：一般病床（うち地域包括ケア病床１５床、 

開放型病床５床） 

病床機能：急性期 

診療科目 

（１１科目） 

内科、外科、呼吸器科、消化器科、産婦人科、脳神経外科、 

小児科、循環器科、リウマチ科、リハビリテーション科、 

泌尿器科 

経営形態 地方公営企業法全部適用（平成 25年 4月） 

職員数 １３６人（うち 医師９人） 

 内訳 正規職員 ７４人（うち医師８人）  

    臨時職員 ６２人（うち医師１人） 

関連施設 訪問看護ステ―ションおぎ 

 

※地域包括ケア病床…平成２６年の診療報酬改定で亜急性期病床が廃止され、入院治療後、病状が安

定した患者に対して、リハビリや退院支援など、効率的かつ密度の高い医療を一定期間（最高６０日

間）提供する在宅復帰支援のための病床。 

※開放型病床…当院の共同利用登録医として登録された地域医療機関の医師が、入院が必要と判断し

た段階で利用する病床。入院の間、当院の主治医と共同で診療することができる。 
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３ 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

（１） 佐賀県地域医療構想の概要 

  佐賀県地域医療構想（以下「地域医療構想」という。）は、団塊の世代が全員後期高齢者 

となる平成３７（２０２５）年を念頭に、病床の機能区分（高度急性期、急性期、回復期、 

慢性期）ごとに医療需要と必要病床数を推計し、将来の医療供給体制の構築に向けた施策 

の方向性を示すものとして、平成２８年３月に策定された。 

 地域医療構想では、構想区域ごとに必要病床数等を定めている。 下記に示すように現 

行の二次医療圏、老人保健福祉圏域と同じである。 

 

構想区域 構成市町 

中部 佐賀市、多久市、小城市、神埼市、吉野ヶ里町 

東部 鳥栖市、基山町、上峰町、みやき町 

北部 唐津市、玄海町 

西部 伊万里市、有田町 

南部 武雄市、鹿島市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、太良町 

※二次医療圏…地理的条件等の自然条件や交通事情等の社会的条件、患者の受領動向等を考慮して、 

一体の区域として入院に係る医療を提供する体制の確保を図る地域的な区域。 

 ※老人保健福祉圏域…介護給付対象サービスの種類ごとの量の見込みなどを定める地理的な区域。 

  

県内の病院・診療所数は、下記に示すように平成２６（２０１４）年１０月１日時点 

で、１０８施設となっており、人口１０万人当たりの病院数は１２．９施設であり、全 

国平均の６．７施設を大きく上回っている。 

 

病院・ 

診療所 

の推移 

平成２５年１０月１日 平成２６年１０月１日 平成２７年１０月１日 

病院数 
診療所数 

病院数 
診療所数 

病院数 
診療所数 

有床 無床 有床 無床 有床 無床 

県計 １０８ １８５ ５０７ １０８ １７７ ５０７ １０８ １６８ ５１５ 

中部 ３９ ７８ ２３７ ３９ ７５ ２３３ ３９ ６７ ２３１ 

東部 １４ １９ ８２ １４ １９ ８４ １４ １９ ８４ 

北部 １８ ２７ ７７ １８ ２５ ７５ １８ ２４ ８１ 

西部 １２ １８ ４２ １２ １７ ４４ １２ １７ ４５ 

南部 ２５ ４３ ６９ ２５ ４１ ７１ ２５ ４１ ７４ 

 平成２５年、２６年厚生労働省「医療施設調査」、平成２７年「佐賀県医務課調」 

 

※病院…２０人以上の患者を入院させるための施設（２０床以上）を有する医療提供施設。 

※診療所…１９人以下の患者を入院させるための施設（１９床以下）を有する医療提供施設を有床診

療所、患者を入院させるための施設をもたない診療所が無床診療所。 

  平成３７（２０２５）年の県内における推計必要病床数を、平成２６（２０１４）年の
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病床機能報告の内容と比較すると、必要病床数に対して、急性期病床が過剰（約３，００

０床）となる一方、回復期病床が不足（約２，０００床）するなど病床機能の需給に著し

い乖離があり、これを是正し適切な医療提供体制を構築するため、各医療機関の自主的な

取組みが強く求められている。 

（単位：床） 

 
医療機能 

平成２６年 平成３７年 ２６年－３７年 

病床機能報告 必要病床数 ＋過剰、－不足 

佐賀県 

全体 

高度急性期 ６７４ ６９７ －２３ 

急性期 ５，７５２ ２，６３８ ＋３，１１４ 

回復期 １，２１３ ３，０９９ －１，８８６ 

慢性期 ４，７３１ ２，６４４ ＋２，０８７ 

合計 １２，３７０ ９，０７８ ＋３，２９２ 

中部 

高度急性期 １８７ ３７２ －１８５ 

急性期 ２，７３０ １，１６８ ＋１，５６２ 

回復期 ４３７ １，４３０ －９９３ 

慢性期 １，５３２ ８５５ ＋６７７ 

計 ４，８８６ ３，８２５ ＋１，０６１ 

東部 

高度急性期  ３１ －３１ 

急性期 ５５７ ２８６ ＋２７１ 

回復期 １７３ ４７２ －２９９ 

慢性期 １，０２５ ５５９ ＋４６６ 

計 １，７５５ １，３４８ ＋４０７ 

北部 

高度急性期 １５ １０１ －８６ 

急性期 ７８４ ３７８ ＋４０６ 

回復期 ２３８ ２６９ －３１ 

慢性期 ６８３ ４３７ ＋２４６ 

計 １，７２０ １，１８５ ＋５３５ 

西部 

高度急性期 ６ ３２ －２６ 

急性期 ５４６ １７１ ＋３７５ 

回復期 １５８ ２４４ －８６ 

慢性期 ５１４ ２７２ ＋２４２ 

計 １，２２４ ７１９ ＋５０５ 

南部 

高度急性期 ４６６ １６１ ＋３０５ 

急性期 １，１３５ ６３５ ＋５００ 

回復期 ２０７ ６８４ －４７７ 

慢性期 ９７７ ５２１ ＋４５６ 

計 ２，７８５ ２，００１ ＋７８４ 

※病床機能報告…医療機関が、その有する病床（一般病床・療養病床）の機能区分（４機能）、構造設
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備、人員配置等に関する項目や具体的な医療の内容に関する項目を都道府県へ報告する制度で、平 

成２６年から始まった。 

 

 

４機能の定義 

高度急性期 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療

を提供する機能 

※該当すると考えられる病棟の例…救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユ

ニット、新生児集中治療室、新生児治療回復室、小児集中治療室、総合周

産期集中治療室など 

急性期 状態の安定化に向けて、医療を提供する機能 

回復期 ○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーション

を提供する機能 

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、

ADL の向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供

する機能（回復期リハビリテーション機能） 

慢性期 ○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能 

○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）、筋

ジストロヒィー患者又は難病患者等を入院させる機能 

 

※ハイケアユニット…集中治療室と一般病棟の中間に位置する病棟で、集中治療室から移されてきた

患者を対象とした高度治療室。 

※ADL…日常生活動作と訳され日常生活を営む上で、普通に行っている行為、行動であり、具体的に

は、食事や排泄、整容、入浴等の基本的な行動をさし、リハビリテーションや介護では、要介護高

齢者や障害者等が、どの程度自立的な生活が可能かを評価する指標として使われている。 

 

（２） 地域医療構想を踏まえた市民病院の果たすべき役割 

― 対象期間末における具体的な将来像 ― 

   市民病院は地域医療構想の中部構想区域（以下「中部区域」という）に位置している。

中部区域の平成３７（２０２５）年の推計必要病床数と平成２６（２０１４）年の病床

機能報告結果を比較すると急性期で約１，６００床、慢性期で約７００床が過剰であり、

一方で高度急性期は約２００床、回復期で約１，０００床が不足する。 

また、中部区域の特定機能病院や地域医療支援病院の状況は、次頁のとおりであり、

県内でも有数の第三次救急医療を担い、高度急性期を併せ持つ医療機関が存在している。 

   

※第三次救急医療…都道府県の医療計画において、第一次、第二次、第三次救急医療体制が整備さ

れている。第一次救急医療は、入院や手術を伴わない医療であり、休日夜間急患センターや在宅当

番医がこれにあたる。第二次救急医療は、入院や手術を要する症例に対する医療であり、幾つかの

病院が当番日を決めて救急医療を行う病院群輪番制がこれにあたる。第三次救急医療は、二次救急
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まででは対応できない重篤な疾患や多発外傷に対する医療であり、救命救急センターがこれにあた

る。 

 

中部区域の拠点機能等の指定等の状況（平成２８（２０１６）年３月現在） 

地域医療支援病院 

他の病院・診療所と一定の紹介率・逆紹介率を保つ等地域医療の確 

保のために必要な病院として、都道府県の承認を受けた医療機関 

佐賀県医療センター好生館 

NHO 佐賀病院 

がん診療連携拠点病院 

地域におけるがん診療の拠点として厚生労働省が指定した医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

佐賀県医療センター好生館 

救命救急センター 

高度な救命医療を提供する第三次救急医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

佐賀県医療センター好生館 

特定機能病院 

高度な医療を提供する能力をもつ病院として、厚生労働省の承認を 

受けた医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

認知症疾患医療センター 

認知症の鑑別診断や専門医療相談ができる拠点として都道府県が指 

定した医療機関 

佐賀大学医学部附属病院 

NHO 肥前精神医療センター 

総合周産期母子医療センター 

リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療等の周産期医 

療を行うことができる医療施設として都道府県が指定した医療機関 

NHO 佐賀病院 

 

地域医療構想による佐賀中部医療圏の人口の将来見通し(国立社会保障・人口問題研究所

の人口推計（中位推計）)によると、総人口は減少を続けると見込まれるが、高齢者人口で

見てみると、６５歳以上人口は、平成４２（２０３０）年までは増加、それ以降減少に転

じると予想されている。また、医療・介護需要が高まる７５歳以上の人口は、平成４７(２

０３５)年まで増加が続きその後減少に転じると予想されている。小城市内には、医療と福

祉を一体的に提供する民間の医療機関があり、医療環境の変化に迅速に対応している中で、

市民病院が担うべき具体的な役割として、 

① 地域における必要な医療のうち、特に救急医療など採算の面から民間医療機関によ

ることが困難な医療を提供するために、２４時間、３６５日地域の２次救急医療患者

の受け入れ態勢を堅持する。 

② 医療安全網(Medical Safety Net）即ち、いかなる状況であっても小城市民病院での

治療を必要とする患者は、原則として受け入れる。また、市民病院は、患者とその家

族にとって、地域の病院の選択肢の保障と医療機関相互のサービス向上に寄与する。 

③ 生活習慣病(高血圧、糖尿病、脂質異常、認知症など)の予防、早期発見と治療及び

重症化予防に重点を置いた、地域になくてはならない拠点病院としての役割を更に充

実させる。 

④ 今後も必要性が増す高度先進医療機関(佐賀大学附属病院、県医療センター好生館な

ど)からの紹介患者の受入れを一層進める。 
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⑤ 地域の医師会及び各医療機関とより密接な病・病、病・診連携体制を構築していく。 

 

 

― 平成３７（２０２５）年における市民病院の具体的な将来像 ― 

   「多久・小城地区自治体病院再編・ネットワーク研究会」の報告書で取りまとめられ

た以下の機能を目指す。なお、これらの機能を発揮できるよう医師派遣等について、佐

賀大学医学部等との連携を強化する。 

  ・地域住民の医療・健康を全般的に支えるため、かかりつけ医を支援する機能 

  ・住民の健康増進のため、疾病の予防・健診・早期発見・重症化防止のための機能 

  ・地域医療構想で示された当面の医療需要に対応するため、在宅復帰やリハビリテーシ

ョン機能など回復期医療の充実 

  ・高度・専門医療について、佐賀大学医学部附属病院や佐賀県医療センター好生館と連

携し、患者を適切に紹介し、また在宅復帰に向けて逆紹介を受けることができる機能 

  ・三次救急医療機関と役割分担をした二次救急医療の充実 

  ・多久・小城地区に分娩可能な医療機関がないことや、子育て環境の充実のため、産科・

小児科診療の充実 

  ・高齢社会にニーズが高まる眼科・皮膚科・耳鼻咽喉科等の導入 

  ・当面増加傾向を迎えるがん患者に対する緩和ケア機能（ホスピス） 

  ・かかりつけ医や地域包括支援センターとの連携を強化するための地域連携部門や退院

支援部門の機能強化 

  ・高齢者の移動手段も考慮した在宅医療・訪問看護の機能整備 

 

 

（３）地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

地域包括ケアシステムとは、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供され、それぞれの状況にあった自立した日常生活を送るため

の支援が包括的に確保される体制をいう。 

    特に、介護保険法に基づき、介護保険者・市町村は、地域支援事業の一つとして、

「在宅医療・介護連携推進事業」に、2015 年度以降取り組みを開始しており、直接サ

ービスを提供するか否かにかかわらず、在宅医療と在宅介護の連携に市町村が積極的

にかかわることとなっている。 

小城市内には、地域包括ケアシステムの目的達成のために、在宅医療・介護に積極

的に取り組む民間の医療機関や介護事業者も多くあることから市民病院は、これらの

民間事業者と連携し市が目指す地域包括ケアシステム構築のために医療機関として役

割を果たす。そのためには、地域連携室の機能を充実することでスムーズな入・退院

に繋げるとともに、地域包括ケア病床を活用して患者の在宅復帰の促進に努める。ま

た、在宅医療を希望する患者及びその家族を支援するために、訪問看護ステーション

の機能強化を諮って行く。  
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（４）一般会計負担の考え方（操出基準の概要） 

    地方公営企業は、企業性（経済性）の発揮と公共の福祉の増進を目的としており、

その経営に要する経費は経営に伴う収入（料金）をもって充てる独立採算が原則とさ

れているが、福祉の増進のためには、収支が厳しくても地域で必要とされる医療を提

供する責務がる。そのため、 

・当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費 

・当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行っても、なお、その経営に伴う収入の

みをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費 

等について、この地方公営企業の理念に基づき、市民の健康保持に必要な医療を提供

するために病院事業を行っており、繰出基準に基づく繰出しを原則としている。 

 

                             （平成 28 年度操出状況） 

繰出金項目 繰出しの基準 

救急医療の確保に要す

る経費 

医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経費

に相当する額 

医師及び看護師等の研

究研修に要する経費 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１ 

病院事業会計に係る共

済追加費用の負担に要

する経費 

病院事業会計に係る共済追加費用の負担額の一部 

基礎年金拠出金に係る

公的負担金に要する経

費 

職員に係る基礎年金に係る公的負担額 

不採算地区病院の運営

に要する経費 

病床数１５０床未満・直近の国勢調査に基づく当該病院の半

径５㎞以内の人口が３万人以上１０万人未満であること 

児童手当に要する経費 児童手当に要する経費から３歳未満児に支給する額を除いた

額 

病院の建設改良に要す

る経費 

病院の建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に

伴う収入をもって充てることができないと認められるものに

相当する額 

（建設改良費：２分の１、企業債元利償還金の３分の２） 

 

※繰出し基準…地方公営企業法第１７条の２、地方公営企業法施行令第８条の５及び同附則

第１４条の規定並びに総務副大臣の「地方公営企業繰出金について（通知）」を原則とする。  
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（５）医療機能等指標に係る数値目標 

① 医療機能・医療品質に係る数値目標 

   市民病院が果たすべき役割は、地域における必要な医療のうち、特に救急医療な

ど採算の面から民間医療機関によることが困難な医療の提供で今後も２４時間、 

３６５日地域の二次救急医療患者の受け入れ態勢を堅持し、市民の安心・安全の確

保に努める。 

     健診の強化により生活習慣病などの病気の予防、早期発見と治療及び重症化防止

に努めるとともに、県内に８か所ある糖尿病の拠点病院として糖尿病の防止と重症

化による合併症（腎臓疾患）防止のために体制の強化を諮る。 

高度先進医療機関や地域の診療所からの紹介患者の在宅復帰支援を行い市民病院

が核となって、地域医師会及び各医療機関とより密接な病・病、病・診連携体制を

構築していく。 

 

     年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度 

（実績） 

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

救急車による患者数 285 259 245 250 260 260 260 

健康診断件数 648 804 810 810 810 810 810 

訪問看護件数 － 2,040 2,400 2,500 2,600 2,600 2,600 

運動器リハビリ件数 15,897 23,827 25,407 26,000 26,600 26,600 26,600 

脳血管リハビリ件数 1,227 3,234 2,919 2,950 3,000 3,000 3,000 

 

② その他の数値目標 

     患者及びその家族と病院との意思疎通・連携が十分図れるよう、相談員による相

談体制の確立に努める。 

 

     年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度 

（実績） 

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

紹介患者数 1,080 1,059 1,048 1,050 1,060 1,070 1,080 

逆紹介患者数 705 706 703 704 710 716 724 

 

 

（６）住民の理解のための取組 

改革を実施する中で計画の見直しや現在の医療機能を変更する場合には、市民の理

解を得るために市報やホームページで情報を発信する。 

    また、市民を対象とした健康づくり座談会の開催、市が行う社会教育講座や市民団

体等からの求めに応じ医療・健康に関する出前講座を積極的に実施することで、市民

病院の存在意義を広く市民に伝えていく。 
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４ 経営の効率化 

 

（１）経営指標に係る数値目標 

① 収支改善に係る数値目標とその設定の考え方 

    市から病院事業への繰出基準に基づいて、地域で必要とされる不採算医療の提供と

健全経営の両立を図るための目標値を設定した。 

 

医療機器等の更新時期の見直し、保守・メンテナンス等による高額投資の抑制を図

りつつ医療安全網の確保と、各医療機関との病・病、病・診連携の拡充を図り、当院

における生活習慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常症、認知症）等の予防・早期発見・

重症化防止等に努める。 

  

      年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度  

 （実績）  

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

経常収支比率(％)  97.6 101.6 100.4 99.7 100.0 100.4 101.3 

医業収支比率(％)  88.8  93.7 93.5 89.1 89.4 89.8 90.6 

（注）病院事業の経常収支比率は、100％を基準に超過が利益、未満が損失を表す。 

※経常収支比率、医業収支比率とも 100％以上が望ましい。 

 

 

  ② 経費削減に係る数値目標とその設定の考え方 

    県内の自治体病院の中で最も職員の平均年齢が高い当院では、給与比率が高いため 

平成 21年度より給食業務を外部委託してきたが、診療収益の大幅な増加が見込めない 

状況下では経費削減の積み上げがより重要となる。 

 

  定年退職後の後補充については、可能な限り院内の配置状況の見直しを実施する等して 

 対応する。また、採用については再雇用制度の活用や、非常勤職員等の採用を実施し人件

費の伸びを圧縮する。 

   

  後発医薬品(ジェネリック医薬品)の普及促進は、患者負担の軽減や医療保険財政改善に

資するとして国は、ロードマップを作成し平成３０年度から３２年度の末までのなるべく

早い時期に８０％以上とする目標を掲げている。現在、市民病院は国の目標を上回ってい

るが、患者負担の軽減と経費節減のために今後も、後発医薬品の使用を推進する。 

（単位：％） 

    年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度 

（実績） 

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

職員給与費対医業収益比率 67.5 66.2 66.3 67.6 67.4 66.9 65.9 

後発医薬品使用率 － － 82.0 83.0 84.0 85.0 85.0 
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③ 収入確保に係る数値目標とその設定の考え方 

    小城市においても少子・高齢化が進む中で、当院への来院患者状況を見てみると、

入院においては８割近くが高齢者で、その中でも後期高齢者の割合は高い。（６．５割）    

   外来においても６割近くが高齢者である。国立社会保障・人口問題研究所の人口推計

から、今後、５年毎の１～２％程の人口減に合わせて、同程度以上の高齢化が想定さ

れる中で大幅な患者増は見込めないことを考慮して、目標値を設定した。  

 

（単位：人、％） 

     年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度 

（実績） 

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

１日平均外来患者数 200.9. 202.3 201.1 202.0 202.0 202.0 202.0 

１日平均入院患者数 63.2 64.7 62.5 63.0 63.0 63.0 63.0 

 病 床 利 用 率 63.8 65.3 63.1 63.6 63.6 63.6 63.6 

 

④ 経営の安定性に係る数値目標とその設定の考え方 

安定的な病院運営においては、常勤医師の確保が重要である。しかし、労働層人口

の減少が進み、新規患者数の伸び悩む中、費用対効果（経常収支率、人件費率）等を

勘案する必要があり、常勤医師の採用は慎重に行わなければならない。 

現在、標榜診療科において欠員の医師については、佐賀大学病院等からの応援医師

（非常勤）により外来診療を実施している。 

   

     年度 

区分 

２６年度 

（実績） 

２７年度 

（実績） 

２８年度 

（見込） 

２９年度 

（計画） 

３０年度 

（計画） 

３１年度 

（計画） 

３２年度 

（計画） 

常 勤 医 師 数(人) 10 10 9 10 10 10 10 

純資産額（百万円） 1,522 1,542 1,546 1,551 1,594 1,643 1,704 

現金保有残高（百万円） 1,416 1,457 1,425 1,636 1,664 1,696 1,740 

 

 

（２）目標達成に向けた具体的な取組 

① 民間的経営手法の導入 

    人件費率の高騰を抑制すべく、給食業務においては平成２１年度より調理業務の外

部委託を実施しており、引き続き継続委託を予定している。今後も業務内容の検証を

継続し、外注可能な職種（業務）に関しては導入を検討する。 

    また、臨床検査部門における検査項目と試薬等についてもその実施件数、試薬の包

装単位等における費用対効果や機械化による簡素化等を含め、外部委託を可能なもの

から実施する。 

 

② 事業規模・事業形態の見直し 

    小城市の人口の将来見通しは６頁で述べているが、高齢者（６５歳以上）人口は、
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平成４２（２０３０）年の１３，０１８人をピークにその後減少し、医療・介護需要

が高まる７５歳以上の人口は、平成４７(２０３５)年に８，１０４人でその後減少に

転じると見込まれているので、当分、現状の体制で事業を継続する。 

なお、長期的には医療需要の減少が見込まれるので、社会情勢や経営状況を考慮し

て必要に応じて見直しを行う。 

  佐賀県・中部地区における『人口の推移』 

   

 

 

 小城市内には中規模の民間病院もあるが、自治体病院は地域に必要な不採算医療を担う 

責任があるとともに、民間病院との役割分担を明確にし、経営改善を行う必要がある。 

 

  病床利用率は年間平均６０％台で推移するなか、冬季は一時的ではあるが高齢者による 

呼吸器疾患患者を含めて８５名（平成２７年度 最高９５名）前後で利用される時期がある

ことから、１５床の地域包括病床とのバランスを上手くとりながら患者確保に努める。 

 

 

③ 経費削減・抑制対策 

１）医療機器等の老朽化対策医用 

 ・経年劣化に伴う大型医療機器の更新時期が迫る中、多額の投資は改革プランおける 

診療機能等の方向性が未定の状況では時期尚早であることから、現在の機能を維持し、

精度を向上させるべくバージョンアップで対応する。また、医事システムにおいても

「電子カルテ」への切り替えが必要とされる時期ではあるが、耐用年限を超えた現行

の「オーダリングシステム」の更新で出費の抑制と機能アップを図る。 

 

2010 2025 2030 2035 2040

対2010 対2010 対2010 対2010

849,788 774,676 0.91 744,863 0.88 713,583 0.84 680,203 0.80

６５歳以上 209,010
250,735

1.20 248,483 1.19 243,633 1.17 241,548 1.16

７５歳以上 113,543 142,515 1.26 153,887 1.36
155,222

1.37 150,639 1.33

353,347 324,222 0.92 312,096 0.88 299,063 0.85 284,969 0.81

６５歳以上 82,733 101,232 1.22
101,526

1.23 101,040 1.22 101,334 1.22

７５歳以上 44,090 57,474 1.30 62,196 1.41
62,965

1.43 62,028 1.41

45,133 41,641 0.92 40,239 0.89 38,746 0.86 37,057 0.82

６５歳以上 10,176 12,920 1.27
13,018

1.28 12,914 1.27 12,811 1.26

７５歳以上 5,550 7,048 1.27 7,802 1.41
8,104

1.46 7,990 1.44

（出典）国立社会保障・人口問題研究所人口推計（中位）2013年

佐賀県

中部医療圏

小城市
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  ○「超音波診断装置」（更新） 

   ・経年劣化により精度に不安があることから、緊急性のあるものを除き検査件数はや 

   や減少傾向にあるので、早急に更新を実施し、診療に活用し診断の精度を向上させ医 

療収益の回復に努める。 

 

  ○「МＲＩ」（バージョンアップ） 

   ・購入後１２年が経過し、その解像度等は新しい現行機種と比較して格差が歴然とし 

ている。特に高額医療機器に関しては、公的病院の使命として近隣開業医よりの 

検査依頼に対応している。今回バージョンアップすることにより、精度・解像度の向 

上は明らかで、多種の撮影方法も可能となり更なる診療の向上に繋がるとともに、検

査依頼件数も増加すると思われる。 

 

 

  ２）人件費の抑制対策 

   ・定年退職後の後任については、病院改革プランに基づく将来の方向性が確定するま

での間は単に後補充ではなく職種や部門ごとの配置状況を勘案し、再雇用制度の利用

や非常勤職員等の採用にて経費（人件費）の伸びを抑制する。 

 

 

  ④ 収入増加・確保対策 

１）診療体制の充実 

 ○「婦人科」 

 ・非常勤医師のみの診療体制だった婦人科については、平成２８年４月より常勤医を 

 導入した事から、外来患者数は徐々に増加傾向にある。 

 〔 27 年度実績：5.2 名/１日平均患者数、28 年度上期：7.5 名/１日平均患者数〕 

 過去においては婦人科医師の在職時は多くの外来・入院患者数があり、多くの市民

に必要とされた診療科であった。 

 平成２８年度の実績を確実に伸ばし、今後の患者数確保に繋げていく。 

 〔当面、元職員の離職前３年間（平成２２～２４年度）の１/２程度を１日平均患者 

数の目標として、平成２８年度との差をなくすべく、患者数確保を図る。〕 

 

 ○「糖尿病専門医の常勤化」 

 ・当院は、佐賀県の糖尿病基幹病院として位置付けられており、登録患者数は１千名 

 近くであるが専門医は佐賀大学よりの非常勤医師が診療にあたっていて、外来診療日

は週２日が限度であり、当院内科医師がその診療の一旦を担っている。 

  対象患者数と診療日数の関係上、本来、専門医による定期的な検査等が必要である 

が、やむなく重症患者を優先せざるを得ない状況である。 

 

  近々、基幹病院として専門医の常勤化を図り、当該患者の詳細な状況把握を行うと
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ともに開業医との連携を密にし、地域全体で取り組むことで患者の掘り起こしと重症

化防止のための指導や治療につなげる。また、糖尿病コーディネート看護師の育成・

支援活動を図り、患者の生活状況や合併症の把握等により生活習慣病（特に糖尿病）

診療の向上・人工透析の回避等で医療費の抑制に寄与出来るものと考える。 

 

⑤ その他 

  「職員満足度の向上」を目指す。 

   当院の将来構想における「緩和病床」のチーム医療である「緩和ケアチーム」の構成 

  員となる認定看護師等の育成、受験、講習及び研修等に向けた院内の体制作りの準備に 

かかる。 

    「がん性疼痛看護」 「がん化学療法看護」 「乳がん看護」等 

 

   目標を持って業務に取り組み、実績に対して評価を受け、その積み上げがキャリアア 

ップに繋がる体制作り。 専門・認定看護師等の公的制度（免許）の取得を目指す。 

  「医療安全管理者」 「院内感染管理者」 「認知症ケア（看護師）」 

  「糖尿病コーディネート看護師」 「診療情報管理士」等 

 

 職員の努力の結果、認定看護師等が増えることにより、職員の満足度が上がるととも 

に、患者応対についても自ずとその成果が伝わり、患者満足度の向上にも繋がる。更に 

そのことが、病院運営（経常収支率）等にも寄与することとなる。 
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５ 再編・ネットワーク化 

 

（１）小城市民病院の状況 

   市民病院の主要な施設の東棟（当初 3 階建）は、昭和 58 年 3 月に完成し平成元年 10 

月に 4 階を増築、その後平成９年３月に西棟を建設しているが当初建設から築 33 年が

経過し、建物の老朽化が進行してきた。高齢化等による医療環境の変化に対応するため

には、病床機能の転換を検討しなければならないが、療養型病床への転換のためには、

大規模な改修か建て替えが必要な状況にある。また、高額医療機器の多くが耐用年数を

超えて更新時期を迎えている。 

病床利用率は、平成２２年度及び平成２５年度に 70％を上回ったが、それ以外の年度

は 60％台で推移しており、平成２８年度においても、入院患者数の大幅な増加は見込め

ない状況である。新ガイドラインでは、病床利用率が３年連続して 70％以下の病院につ

いては病床機能の見直しを求めているが、市民病院はこの見直し基準に該当する状況に

ある。 

 

（２）二次医療圏又は構想区域内の病院等配置の現況 

    佐賀県地域医療構想の概要でも示したとおり、二次医療圏と構想区域は同じであり、

佐賀県は５つに区分されている。 

 

医療圏名 構 成 市 町 

中部 佐賀市、多久市、小城市、神埼市、吉野ヶ里町 

東部 鳥栖市、基山町、上峰町、みやき町 

北部 唐津市、玄海町 

西部 伊万里市、有田町 

南部 武雄市、鹿島市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、太良町 

 

   小城市民病院が属する中部医療圏内の公的病院の病床数の状況は、次のとおりである。

多くの公的病院は佐賀市内にあり、中でも佐賀大学医学部附属病院及び佐賀県医療セン

ター好生館は県内有数で第三次医療を担い、高度急性期・専門機能を持つ２つの医療機

関が車で約２０分圏内にあることから、これらの病院の後方病院としての受け入れ態勢

を堅持する必要がある。 

病 院 名 病床数 所在地 

多久市立病院 １０５ 多久市 

小城市民病院 ９９ 小城市 

富士大和温泉病院 ９８ 佐賀市 

佐賀大学医学部附属病院 ６０４ 〃 

佐賀県医療センター好生館 ４５０ 〃 

ＮＨＯ佐賀病院 ２９２ 〃 

ＪＣＨＯ佐賀中部病院 １６０ 〃 
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（小城市及び多久市の状況） 

   小城市及び多久市内には、ともに中規模の公立病院と民間病院が入院医療に対応して 

おり、地域の医療資源を有効に活用する上で今後とも民間病院との役割分担が重要であ

る。 

小城市及び多久市内の病院は、以下のとおりである。 

 

 

出典 平成 27 年度病床機能報告 

 

（３）再編・ネットワーク化計画の概要 

   「多久・小城地区自治体病院再編・ネットワーク研究会」の報告書の要旨は、先に記

述している平成３７（２０２５）年における小城市民病院の将来像に掲げる機能を発揮

する公立病院をつくるという観点と、一方、小城市民病院と多久市立病院はともに築３

０年を超え老朽化しており、何れも建て替え時期を迎えているという現状を考えれば、

新ガイドラインに沿った新改革プランを策定するこの機を逃すことなく、両病院は統合

し、将来の厳しい医療環境にも耐えうる新病院を設立することが、地域で必要とされる

自治体病院にとって最も望ましい選択肢であるとしている。 

   小城市としては、報告書の趣旨を重く受け止め、将来、小城市民病院と多久市立病院

の両自治体病院の統合と、それに続く新病院の設置を目指し、今後、多久市と協議を進

めていく。  

 

 

６ 経営形態の見直し 

 

（１）経営形態の現況 

   地方公営企業法全部適用（平成 25 年 4 月 1 日～） 

 

（２）経営形態の見直しの方向性 

   小城市は、旧ガイドラインに基づき、平成２１年３月に旧改革プランを策定し、病院

の経営改革に努めたが十分な成果が得られなかった。当時の経営形態は、地方公営企業

法一部（財務）適用であったため、旧改革プランの中で以下の 2 点が問題として提起さ

高度
急性期

急性期 回復期 慢性期

多久市立病院 105 60 45 86.8 内科、外科、整形外科 206

諸隈病院 96 44 52 98.1 内科、外科、整形外科 10

小城市民病院 99 99 64.2 内科、外科、循環器内科 281

ひらまつ病院 190 4 84 54 48 98.2 内科、外科、整形外科、神経内科 519

江口病院 98 42 56 82.2 内科、呼吸器内科、消化器内科 43

小城市

主たる診療科

救
急
車
受
入

病
床
利
用
率

病床機能

病床数

多久市
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れていた。 

○ 予算・人事・給与について市民病院が決定権を持たないため、医療制度改革等の 

医療行政の流れへの迅速な対応やリーダーシップの発揮が困難である。 

  ○ 病院経営には、事務職員の経営能力の維持向上が重要であるが、市役所との間で

職員の定期人事異動制度によって、経営の専門家が育成されにくい環境にある。 

そのため、旧改革プランの解決策として、「地方公営企業法全部適用」への速やかな移

行が最も現実的と指摘されたため、平成２５年４月に「地方公営企業法全部適用」に移

行した。移行に合わせ、病院事業管理者を設置し、組織の意思決定の迅速化に努めた結

果、平成２７年度決算で黒字化を達成したので経営形態は、当面は現在の形態を継続し

て行く。しかし、必要に応じて経営形態の変更も検討する。 

   また、事務職員は、経営の専門家を育成するため平成２７年度の採用者から専任化を 

図っており、今後の採用においても専門家の育成を継続する。 

 

 

７ 新改革プラン策定に関する県からの助言や再編・ネットワーク化計画策定への

県の参画状況 

 

  佐賀県健康福祉部医務課から様々な関係先への折衝や指導助言等があり、自治体病院に 

関する、再編・ネットワーク化を多角的かつ包括的に検討するために、平成２８年８月に 

「多久・小城地区自治体病院再編・ネットワーク研究会」を立ち上げることができた。  

この研究会の座長を佐賀県健康福祉部医療統括監が担い、多久・小城地区自治体病院の 

今後求められる機能や再編統合についての研究会の報告書が提出され、その趣旨を本改革

プランに反映させることができた。 

 

 

８ 新改革プランの点検・評価・公表 

 

（１）新改革プランの点検・評価 

   新改革プラン実現に向けては、その実施状況を定期的に把握し、評価することが求め

られている。そのため、院内においては、運営委員会等で定期的に諮るとともに、市の

部長会等の既存の会議に報告し、意見を求める。外部委員による評価は、今後検討する。 

   医療情勢の変化や点検・評価の結果、新改革プランの数値目標と実績が大きく異なっ

た場合は、必要に応じて新改革プランの見直しを行う。 

 

(２) 改革プランの公表 

   市民病院の経営状況や新改革プランの実施状況などの情報を小城市報及びホームペー

ジ等で公表し、積極的な情報発信をすることで、市民の理解や協力を得られるように努

める。 
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９ その他特記事項 

 

  人口推計では、今後、総人口が減少する中で高齢者人口が増加することは、医療・介護 

を担う人材が不足することが危惧される。計画では、平成３０年４月に西九州大学の看護 

学部が市内に開学し、看護師を養成するので市民病院は、医療機関として積極的に実習生 

を受け入れることで、人材育成に寄与する。 

 


